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高度成長期における宅地行政の課題とその対応 (1954--1967)
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要約
戦後日本社会の構造を規定したと考えられるいくつかの要素に、「農地改革」、「高度成長」、
「都市化」という現象がある。これらのキーワードを結ぶ視点として、「宅地行政」をとり
あげ、とくに高度成長期に、どのような宅地行政が行われたのかを考察することが本稿の
課題である。ここで「宅地行政jは、この時期に建設省が所管していた土地行政、特に住
宅地に関する行政を主たる対象として論じる。
戦後の宅地行政において、戦災復興期における住宅難への緊急的な対応が一段落したあ
と、 1955(昭和30)年頃から始まった高度成長期における主要な課題は、第一に、住宅用
地・工業用地の需要と供給の不均衡から生じる問題、第二に、道路、鉄道、港湾などのイ
ンフラ設備に必要な公共用地の取得に関する問題に集約されるだろう。
1960 (昭和35)年、建設省による「宅地総合対策」は、これらの課題に取り組む方針を
示した。そして、この方針は、建設省が設置した宅地関連の審議会の議論を経て、数々の
答申となり、多くが法制化された。しかし、これらの対策の実現にもかかわらず、 1965
(昭和40)年をピークに最初の地価高騰が起こる。
佐藤内閣は、「社会資本開発」の推進を標携し、土地問題が政策課題の舞台に上る。建設
省を軸に、政府レベルの協議会が開催され (1965年第 1団地価対策閣僚協議会)、宅地供給
の増加を中心とした政策から、土地利用規制、税制、金融政策との連携が模索されること
になる。こうした政策の模索と遂行にもかかわらず、オイル・ショック前後には再び地価
が高騰した。
高度成長期に、あるいはさらに遡って戦争直後に、都市計画を中心とする宅地政策を確
立させておくべきだ、ったという見方があり、それ自体は正しいだろう。しかし、なぜそう
したあるべき政策が実行されず、他の政策が採られたのかという問いに答えることは、容
易ではない。実効性のある宅地政策の実現可能な程度は、土地という財がその社会におい
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てどのような意味を持っているのかに依存する。急激な都市化と高度成長により大きく変
貌しつつあった戦後日本において、歴史的に政治資源と切り離された「土地」という財に
対する政策を確立するために、十分な経験や「専門J能力がどの程度蓄積されていたのか。
戦後の宅地行政を振り返る背景には、このような問題関心がある。
序論課題の発生
戦後日本社会の構造を規定した重要な要素のひ
とつに、農地改革による土地所有構造の変化が挙
げられる。農地改革とそれに伴う自作農の創設に
は戦前からの、あるいは長期的には江戸時代から
の流れがあったとしても、 GHQによる農地改革の
推進がなければ、ひとつの固における土地所有構
造の変化がかくも大規模にかつ粛然と行われるこ
とは不可能であっただろう。
戦後日本社会を規定したもうひとつの要素に、
「高度成長Jとそれに伴う「都市化」という現象が
ある。前述の農地改革それ自体も、高度経済成長
をもたらしたひとつの説明変数と考えるべきなの
かもしれない O 都市化の度合いを示すために、
様々な統計数字が示すところであるが、最も手近
なものとして人口を例に挙げておこう。 1950年の
全国人口は8，320万人。うち東京都と埼玉・千葉・
神奈川 3県の合計は1，305万人であった。その後、
1都3県の合計人口は、 1960年に1，786万人 (10年
前比37%増)、 1970年に2，411万人(同35%増)、
1980年には2，869万人(同19%増)となった。他方、
農業従事者人口は、 1950年が1，932万人であったの
が、 1960年に1，544万人 (20%減)、 1970年に1，373
万人 (11%減)、 1980年には1，162万人(15%減)と
減少を続けた。つまり、 1950年から1980年の30年
間に、首都圏における 1都3県の人口は、 1，560万
人、 120%の増加、全国の農業従事者数は770万人、
40%の減少を見たことになる。
こうした「農地改革」、「高度成長」、「都市化」
といったキーワードを結ぶ視点として、「宅地行政」
をとりあげ、とくに高度成長期に、どのような宅
地行政が行われたのかを考察することが、本稿の
第 1の課題である針。
ここで「宅地行政」というときに、その他類似
の用語との違いを明確にすることが、戦後の宅地
行政の特色をみるうえで、重要な作業となる。「宅
地行政jとは何を対象範囲とし、どのような手段
が、誰によってとられるべきかということ自体が、
政治的な論点となりえるからである。例えば、「土
地行政」という場合、宅地供給や都市計画といっ
た分野は、建設省の所管であり、国土利用計画や
地価政策は、建設省から国土庁に引き継がれてい
るO また、農地については農水省、林地について
は林野庁といった具合に、土地の種別に応じて、
政策を担当する省庁が異なってくる九
あるいは、土地税制の面からは、大蔵省、自治
省が関連するし、不動産の流通や不動産業の資金
調達に影響を与える金融面は、大蔵省・日本銀行
の所管である。さらには、社会・福祉政策や雇用
対策の観点からみれば、厚生省や労働省も加わ
る31。
「土地」を対象とする課題や行政主体が、この
ように多岐にわたっていれば、「縦割り行政jとい
うことをわざわざ指摘しなくとも、「総合土地政策
の困難性J(高山英華)ということは、当然の帰結
となるO そこで本稿では、建設省の所管した宅地
行政、特に住宅地に関する行政を主たる対象とし
て論じる。
次に、「戦後Jの宅地行政の時期区分について、
言及しておく必要がある。戦後の「土地問題Jに
ついて、「地価」の変動を論じたものはいくつかあ
るが、宅地行政を通史として論じた先行研究は、
それほど多くはない41。そのなかで、例えば、小林
(1985)や建設省 (1998)は、昭和20年代、 30年代
といった10年単位の区切りを採用しているが、「宅
地行政」の内容から、これらの区切りを行ってい
るようには読みとれない。そこで、戦後の宅地行
政を概観してみると、次のような時期区分を行う
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のが妥当ではないかと考える。
まず第1期は、 1945(昭和20)年から1954(昭
和29)年までの戦災復興期である。この時期は、
戦後の超インフレ期であり、地価も前半は他の物
価と同程度の上昇であったが、後半には一般物価
を超える上昇となった。戦災復興に伴う住宅難へ
の対策として住宅供給が最大の課題であり、「宅地
行政」の課題も住宅用地の供給に主眼が置かれた。
第2期は、 1955(昭和30)年から1967(昭和42)
年の高度成長期前半の時期である。日本住宅公団
の設立に始まり、戦後最大の地価高騰の時期をは
さんで、建設省が設置した宅地関連の審議会によ
る数々の答申が出され、立法化された時期である。
この時期の地価高騰が引き金となり、「土地問題」
は、政治課題として認知されることになる。第3
期は、 1968(昭和43)年から1982年(昭和57)年。
佐藤内閣による「社会資本開発jの推進政策は、
地価対策閣僚協議会(第1回協議会は1965年)の
設立につながり、宅地供給の増加を中心とした宅
地行政から、土地利用規制や価格規制、さらには
税制や金融政策との連携が実施され始めた時期で
ある。また、政策の模索と遂行にもかかわらず、
オイル・ショック前後には地価が高騰した。「一億
不動産屋の時代」とも郷捻されたこの時期は、「土
地神話jが確立し、「不動産業界Jが注目された時
期ともいえる O そして、オイル・ショック後の不
況は、特に不動産業界にとって「冬の時代」をも
たらした。第4期は、のちに「バブル経済」と称
された時期を含む1983(昭和58)年から1989(平
成元)年であり、 1989年の土地基本法成立以降を
第5期とする。本稿は、ここでいう第2期を対象
としたものである。
1.高度成長期における宅地行政の課題
戦後の高度成長期がいつから始まるかというこ
とについては諸説がある。朝鮮戦争による特需に
わいた1951(昭和26)年、あるいは保守合同がな
り、神武景気が始まった1955(昭和30)年を開始
年とするのが通常である。いずれにせよ、遅くと
も1950年代半ばには後に「高度成長期Jと呼ばれ
る時期がスタートし、 1970年代初頭まで日本経済
は、国民経済成長率が年間平均10%を超える高度
成長を遂げた。宅地行政における課題も、戦後復
興期を乗り越えたあと、高度成長による急激な社
会・経済の変動により、様々な要因が重なりあっ
て生じるようになる。
高度成長期における、宅地行政の主要な課題は、
第1に、急激な都市化及び工業化に伴う人口流入
から生じた住宅用地・工業用地の需要と供給の不
均衡から派生する諸問題、第2に、高度成長の進
展に伴う道路、鉄道、港湾などのインフラ設備に
必要な公共用地の取得に関する問題のふたつに集
約されるだろう。以下では、主として前者の課題
を主として論じる。
2. 日本住宅公団の成立
2. 1 公団成立の背景
復興期において、緊急を要した住宅の供給につ
いては、 1950(昭和25)年の住宅金融公庫法によ
る住宅建設費用の支援策と、 1951(昭和26)年の
公営住宅法による低所得者層向けの政府施策住宅
の供給が進められた。このふたつに続いて、 1955
(昭和30)年7月、日本住宅公団法が制定された。
新しい公団を設立して、公共住宅の供給が進めら
れたことには、次のような背景がある九
第1に、東京都など大都市部では、用地取得難
から公営住宅の割当が未消化になり、広域的に公
的住宅を立地することが必要であった。例えば首
都圏では、東京への通勤者が利用可能な公的住宅
を東京都周辺の県に、あるいは、東京都に隣接す
る県にまたがったかたちで建設する必要が生じた。
第2に、財政上の制約から、民間資金(特に生命
保険会社の資金)を利用する狙いがあった。第3
に、占領政策が終わり、建設技術能力をもった役
人が余剰になり、その受け入れ先が必要となった。
住宅政策の体系上は、公営住宅層と持ち家層の
中間層に、政府が住宅供給を行うことを意味する。
この点で、建設省内にも、公営住宅の積極的な利
用を推進してきた人たちからは、住宅公団の設立
56 総合都市研究第 71号 2000
に対し相当に強聞な反対論があった% に用地の取得難の状況にあった。高度成長に伴う
公団設立の強力な後押しとなったのは、鳩山内
閣による住宅政策の推進である。 1955(昭和30)
年2月、総選挙が行われた際には、全政党が住宅
問題の解決を公約に挙げたが、少数党の鳩山内閣
としては、共闘を組んでいた社会党にも了解可能
な分野として住宅問題への取り組みは、重要であ
った九そこで、公約として10年間に42万戸の住宅
建設を掲げ、その実効策として住宅建設10カ年計
画を立て、竹山祐太郎建設大臣、建設省は住宅対
策の新機軸を打ち出す必要があったわけである。
同時に、下河辺(1994)の指摘からすれば、住
宅公団の設立には、単に住宅政策の推進という意
味のみならず、住宅政策が公共事業、あるいは社
会資本であるということが、政策上認識された点
がより重要である。戦前にも、一部の公的な住宅
供給はあったが、住宅政策は弱者への救済という
社会政策と考えられていた。公営住宅法は、戦後
復興期という時代の要請でもあったが、その後も、
政府施策による住宅供給という道を切り開いた点
で大きな転換であり、住宅公団は、財政投融資を
原資とする点でより使い勝手のよい組織として設
立されたもので、戦後住宅政策のひとつの方向性
を確立したことになる。
ここで、住宅公団がこのあとどのように規模的
拡大をとげたかを、財政投融資の推移金額から、
前述の住宅金融公庫と比較しながら、確認してお
こう。表1が示すとおり、住宅公団は初年度、 150
億円の実績でスタートした。その後、 1965年には
1，000億円、 1980年には 1兆円の大台を突破するま
でになる。住宅金融公庫も、 1966年には1，000億円
を超え、 1971年には 1兆円、 1992年には10兆円規
模となる九この間の住宅局の予算は、 1960年代は、
建設省全体の 1割に達していない。公庫と公団の
事業費が、住宅局の政策を支えていたように見え
る。
住宅公団の誕生により、大都市圏における住宅
および住宅地の供給が推進された。他方で、住宅
公団の用地取得が宅地政策にもたらした「副産物J
もなかったわけではない。住宅公団が設立された
当時、先行した公営住宅の建設においても、すで
人口集中は、さらに勢いを増している。 1956(昭
和31)年4月に設立された首都圏整備委員会は、
大都市の過大化を抑制するために、首都圏を都心
内側から既成市街地(母都市)、近郊地帯(グリー
ンベルト)、市街地開発区域(衛星都市)に区分し
た。しかし、住宅公団を含む政府施策の住宅団地
が近郊地帯に用地を求めるにいたり、後にこのグ
リーンベルト構想そのものが首都圏整備計画から
消滅することになる (1965年)。次節でみるように、
1960 (昭和35)年の宅地総合政策は、首都圏整備
基本計画を取り込んでいたが、住宅用地の大量供
給という要請とのせめぎあいにより、首都圏構想
そのものを変容させることになった%
3. r土地問題」の発生
一「宅地総合対策」の誕生ー
日本住宅公団の設立により、住宅政策の枠組は
ひととおり完成したが、高度成長期の始まりは、
最初に述べたように、宅地政策の舞台に多くの政
策課題を提供することになった。 1960(昭和35)
年は、戦災復興期以降、最大の地価高騰となった
年である。この年、経済企画庁、大蔵省、そして
建設省が相次いで地価高騰に対する対策を発表し
た。
3. 1 r地価鵬貴の現状と見通し並びにその対
策についてJ 経済企画庁ー叩)
経済金画庁は、「地価騰貴の現状と見通し並びに
その対策について」を発表した。この見解によれ
ば、地価暴騰は全国的な現象ではなく、大都市
(東京、大阪、名古屋)周辺における局地的現象で
あり、その背景には、産業や人口の過度集中によ
る需給のアンバランス(特に、企業の工場用地や
給与住宅敷地への需要)と一部思惑的要素があっ
た。したがってまた、地価に関する資料として引
用されることの多い(財)日本不動産研究所によ
る「市街地価格指数」は、この実態を反映してい
ないとも指摘している。しかし、今後の見通しと
しては、通勤距離の限界と購買力から考えて、地
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表1 日:本住宅公団等の予算額推移
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(出所)建設省(1998)p.l54より作成
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価上昇は鈍化するだろうと述べている。
宅地政策の面からは、宅地供給増加策、既存宅
地の高度化、公営住宅供給の増加、悪穂ブローカ
ーの取締など流通面での改善を内容としている。
その概要は、次のとおりであるO
A.宅地供給増加対策(最も有効な手段として)
①公的機関による宅地造成事業量の増加
計画的大規模な新市街地開発を中心。都市
施設、交通網の整備を併行。都市計画総合利
用計画との調整。公的機関による宅地造成事
業については、農地転用規制をはずし、土地
収用法を適用。
②民間宅地造成業者の助成
長期低利融資、造成機械貸付。ただし、業
者の選別。分譲価格等の協議。
③農地転用統制の一部解除と事務の簡素化
総合都市利用計画に基づく都市計画区域内
農地の転用統制解除。自作農創設農地の転用
には、対価相当額(または一部)を旧所有者
に収得。一般に許可事務処理を迅速化。
④首都圏整備基本計画による予定グリーンベ
ルトの外周への移動、一部区内緑地指定の
解除。
B.既存宅地利用の高度化
①未利用空閑地の積極的利用:空閑地税の可
能性。
②市街地の高層化:高層化と不燃化(実現手
段の具体的示唆無し)
c.住宅供給対策:公共住宅建設事業量の増加。
D.租税対策
原因対策ではなく、結果対策であるので、効
果は薄く、租税転嫁となるものが多い。
(I)対供給者
①土地増価税、②譲渡所得課税:株式投資
に比し、すでに重税。土地収用は、非課税が
妥当、③固定資産税、都市計画税の累進課
税:面積に応じた課税は不動産業の存在を危
うくする可能性。
(2)対需要者
不動産取得税の重価、②空閑地税
E.その他
(I)産業・人口の地方分散
(2)住生活様式の意識改革 r近代設備の完
備した高層アパートこそ近代的J
(3)悪質ブローカーの取締強化
ここで、注目すべき点が、ふたつある。第一に、
宅地の供給源としての農地の問題、第二に空閑地
税、土地増価税、固定資産税・都市計画税の累進
課税といった税制による宅地対策は、地価に転嫁
されたりして効果が期待できないとしたことであ
る。
前者の農地問題については、稿を改めるべき大
きな課題である 11)。この時期、当初は軍事施設の
跡地などを利用して進めることのできた公営住宅
及びその後の住宅公団による住宅建設が、まとま
った規模の土地の取得が次第に困難となってきた
ことから容易には進まなくなり、自作農創設特別
措置法により創設された農地をいかに宅地化する
かという議論が大きな課題となってきていたこと
を指摘しておくに留める。また、後者の税制につ
いては、土地税制が、宅地政策の一環として正面
から検討されることを回避しているような印象さ
え与えられる。また、固定資産税や都市計画税の
累進課税を否定する理由が、「不動産業の存在を危
うくする可能性がある」としており、経済企画庁
が、民間不動産業の保護育成の態度を示している
点も興味深い。
3. 2 r地価鵬貴と税制上の措置に関する問題
点j一大蔵省一山
同時期(昭和35年4月8日)、大蔵省も「地価騰
貴と税制上の措置に関する問題点」というコメン
トを出している。内容は大きく二つからなり、ひ
とつは「地価騰貴の原因と地価投機抑制策につい
て」、もうひとつが、「税制面からする対策」とな
っている。いずれについても政策の提案ではなく、
問題提起型の叙述となっている。
まず、地価騰貴の原因については、通説は供給
不足だが、投機買いや買い占めが主因という見方
はどうか。次いで、地価抑制策としては、前述の
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経済企画庁による指摘をそのままなぞ、るようなか
たちで、衛星都市の建設や都市近郊地の交通機関
及び道路網の整備等を紹介している。
税制面からの対策としては、投機的買占めに対
する課税の増加を図る方法が地価騰貴の一因にな
るのではないかとしたうえで、次のようにいくつ
かの税制についてふれている。
第一に、譲渡所得に対する所得税と法人税課税
の充実。前者については、課税の基礎となる収入
金額の調査の困難性があり、後者については不動
産業者等の所得調査の徹底がいわれている。第二
に、土地増価税の新設がある。土地増価税につい
ては、譲渡が無くてもかけるか、譲渡があった場
合にかけるかといった時期の区別や所有期間の長
短により税率の違いを設けるかという点が提起さ
れている。第三に、固定資産税評価の引き上げに
よる増税について、思惑買いを行っていない土地
所有者の税負担の増加について検討が必要として
いる。第四に、不動産取得税の引き上げについて
は、固定資産税の評価額を課税標準としている現
行制度についての考え方と工場用地等の取得につ
いてが論点として示されている。第五に、空閑地
税を採り上げ、どのように空閑地を認定するかを
課題として指摘している。最後に、なおがきとし
て、固定資産税の評価基準を昭和38年度中に策定
し、 39年度から適用すべく検討中であることが追
記されている。
以上から、新しい税制による宅地問題の解決に
は、総じて懐疑的あるいは慎重な態度が取られて
いたものであるといえるが、追記された固定資産
税については、昭和39年度から「固定資産税評価
基準による」評価が導入され、土地評価率そのも
のは、それ以前より大幅に引き上げられた13)。
3. 3 r宅地総合対策j一建設省一
これまでみてきたように、 1960年以前には、宅
地に関する個別的な対策は立てられたものの、総
合的な対応策としては打ち出されてはこなかった。
小林(1985)によれば、高度成長の進展とともに
「…土地問題に各方面から一斉に火が付いてトンカ
チ官庁といわれた建設省としては一体どこから手
をつけてよいのやら途方にくれる有様jであった。
そこで、 1955(昭和30)年、住宅局に設けられた
宅地課(初代課長志村清一氏)で検討が開始され、
1959 (昭和34)年に計画局に土地問題担当参事官
として志村氏が就任、本格的に土地問題への取り
組みが始まった14)。そして、省内での立案を住宅
対策審議会での議論を経て策定したのが、 1960年
10月に公表された「宅地総合対策J(以下、「総合
対策jとする)である1旬。
「総合対策」は、現下の宅地問題の原因は「宅
地の需要と供給との不均衡」であり、その背景に
は、「過大都市問題jがあるとしている。したがっ
てその対策は、「実現可能な都市計画、地方計画等
の地域計画に基づいて産業と人口の再配置計画を
確立し、大都市への人口集中を合理化し、更に産
業の地方分散をはかり、これらの諸計画に適合し
た宅地需給の安定方策を設定するものでなければ
ならない」という結論を出した。方策を列挙する
と、以下のとおりである。
1.宅地需要の分散対策
(1)大都市機能の都市圏への分散
首都圏区域100km、阪神・中京は50km、北九州
は30kmの圏域を設定し、開発整備する。
(2)産業都市の育成
駿河湾地区、播磨地区、富山高岡地区、仙塩地
区、苫小牧地区等の産業都市としての育成。
(3)新首都の建設:今後検討を要する課題
2.宅地需要の緩和対策
(1)政府施設住宅の供給増加
政府施設住宅、特に賃貸住宅及び分譲住宅の供
給を促進して、宅地需要の内容を個人的な小規模
のものから、公共的な大規模のものに切り替える O
(2)政府施設住宅の質改善
従来のような「仮住まい」感覚を脱し、質の高
い中高層住宅を都市部に建設して、住宅(一戸建
て)の潜在的な需要を抑制すること。
3.宅地の合理的利用対策
土地利用計画・用途地域を策定し、都市におけ
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る低利用地域を再開発・再改造により高度利用化
を促進する。政府施設住宅の高層化の促進ほか、
様々な都市再開発制度の整備及び補完制度の検討
が必要である。
4.宅地造成対策
宅地造成の計画化・大規模化、公団の拡大、先
買権制度、農地法における農地の転用制限の緩和
など「新しい」造成手段の検討が必要。造成主体
は、政府関係機関の指導助成の強化等が指摘され
ている。
5.宅地の取引秩序維持対策
(1)取引秩序の維持=宅地建物取引業法の改正
(2)評価機関の育成
(3)宅地造成の基準作成
(4)税制措置
空閑地税や土地増価税等の目的税を設定し、こ
れを宅地造成に還元する。
(5)公共用地取得制度の検討
「公共用地取得制度調査会」で別途検討。
それぞれの対策について、簡単にふれておこう。
まず、宅地需要の分散対策は、大都市への人口集
中が、宅地への需要を高めているから、その集中
を抑制するものである O 明示されているわけでは
ないが、首都圏整備委員会における活動、全国総
合開発計画における新産業都市の建設にふれたも
のである円次の需給緩和策は、その後の宅地行
政の中心となったコンセプトとなる。公営住宅・
公団住宅等の政府施策住宅をできるだけまとまっ
た形で供給することにより、都市郊外のスプロー
ル化を抑えること、そのためには、戸建て住宅に
固執しないよう質の良い中高層住宅を供給するこ
とという考えである O 第三の合理的利用は、本来
上記ふたつの需給対策の前提として考えられるべ
きものと認識される。しかし、同時に、現実には
宅地供給の要請が目の前にあり、かつ都市の構造
が急激に変化するなかで、にわかには実施策を固
めることが困難な対策でもあった。第四は、需給
緩和策を補完する。後述するように、政府機関に
よる土地収用権を伴った買収方式が、想定されて
いた。最後は、宅地市場における取引に関する事
項である。当時は、不動産の取引秩序も整備され
ているとはいいがたく、悪徳不動産業者も少なく
なかったし、共通して利用可能な「情報」もほと
んどないような状況であった。
はたして、この「総合対策Jは、本当の意味で
の宅地総合対策と呼べるものであるのか、議論の
余地はあると思われる。具体的な「対策」という
よりは、問題点を整理し、今後の指針を示したも
のといえよう。
「総合対策」に示された方針は、次節でみるよ
うに、審議会を通じて具体的に法案化され、制度
化されていく。他方現実には、この時期からオリ
ンピックに向けて、地価高騰はさらに加速する。
こうした制度が出そろったときには、戦後の第 1
のピークとしての地価高騰はすでに沈静化してい
た。
4.審議会行政
1962 (昭和37)年4月、建設省の附属機関とし
て、宅地制度審議会が設置された(存続期間2年)
17)。この宅地制度審議会は、 1964(昭和39)年 4
月に宅地審議会となり、 1968(昭和43)年 6月に
は、住宅対策審議会とともに住宅宅地審議会とな
り現在にいたっている。
審議会では通常、担当大臣の諮問に対する答申
を行う。すなわち、審議すべき政策課題の設定は
所管官庁が行い、事務局の提案を審議し、答申を
まとめるというかたちをとる。答申は、さらなる
検討のあと法案化される。一般に答申の実現度は
高いと言われているが1樹、宅地制度審議会設置後、
後継の宅地制度審議会においては、他の審議会と
の比較をまたなければならないとしても、短期間
に非常に多くの答申が行われ、法律となった。
当時の建設省において中心的な役割を果たした
人物のひとりである小林忠雄は、「当時としては総
合対策を策定したものの本当に実現できるという
確信があったかどうか甚だ疑問である」とし、「総
合対策」が法律として実現していった過程につい
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て「多少語弊はあるが建設省が審議会を実に上手
に使ったといえると思う」と述懐している。それ
は、「政府各省の審議会といって通常は多数の学識
経験者を集めはするが、実際は官僚の立案した作
文を半ば事後承認のような形で答申してもらう例
が多く、悪くいえばカクレミノに使う例が多い。
ところが、土地対策の立案に当たっては、時限的
に少数精鋭の委員で、審議会をつくり短期間に集中
審議をしていただいてこれを直ちに立法化すると
いう形をとり、次々と新しい審議会をつくり、
次々と政策の実現を計るという過程を取ったとい
うことができる」ということであった酬。いって
みれば、目前に次々と生じる様々な土地問題に、
官僚と民間関係者が併走しながら、解決策を法案
化していったということになる。
ここで、「少数精鋭」の委員の顔ぶれを確認して
おこう。 1963(昭和38)年1月現在の宅地制度審
議会委員は以下のとおりである制。なお、これら
の委員のなかでは、嶋田久吉が途中で臨時委員に
なった以外は宅地審議会に引き継がれるまで変更
はない。また、名前のあとの括弧内は当時の肩書
きである21)
会 長飯沼ー省(都市計画協会会長)
会長代理櫛田光男(日本不動産研究所理事長)
有泉亨(東京大学法学部教授)
石原武夫(電気事業連合会理事長)
江戸英雄(三井不動産株式会社)
園城寺次部(日本経済新聞社編集主幹)
雄川一郎(東京大学法学部教授)
荻田 保(地方財政審議会委員)
小倉武一(元農林事務次官)
嶋田久吉(前日本不動産銀行顧問)
高山英華(東京大学工学部教授)
田中次郎(東京大学法学部教授)
平田敬一郎(日本開発銀行副総裁)
町田稔(住宅金融公庫理事)
渡辺誠毅(朝日新聞社論説委員)
したがって、おおまかに分類すれば、元官僚6
名(飯沼、櫛田、石原、荻田、平田、小倉、町田)、
学識経験者4名(有泉、雄川、高山、田中)、民間
会社2名(江戸、嶋田)、マスコミ関係者2名(園
城寺、渡辺)という構成であるm。
4. 1 宅地制度審議会答申と法律
宅地制度審議会では、約 2年の設置期間の聞に、
5つの答申を行った。以下に、その答申と宅地政
策における位置付けの概略を簡単にまとめておく。
(1)第 1次答申「住宅開発事業に必要な用地確保
を図るための制度上の措置に関する答申J(1963 
(昭和38)年1月)
この答申は、公共による大規模宅地開発事業に、
土地収用権を認めることを目的としたものである。
土地収用法により、公共機関が経営する50戸以上
の一団地の住宅経営には、収用権が認められてい
た。しかし、当時大阪府が手がけていた千里ニュ
ータウン開発では、公共機関による住宅経営のみ
では事業が進められず、個人への宅地分譲を組み
合わせた開発事業とせざるを得なかったという事
情もあった。この答申を受けて、新住宅市街地開
発法が制定され、千里ニュータウンを始めとする
大規模なニュータウン事業(多摩ニュータウンな
ど)が進められることになった。
(2)第2次答申「不動産鑑定評価に関する制度の
確立に関する制度上の措置に関する答申J(1963 
年)
不動産鑑定評価に関する制度は、公共用地取得
制度とは切り離せない担)。そこで、第2次答申に
ついて述べる前に、不動産鑑定評価制度が生まれ
る背景となった公共用地の取得制度について略述
する。
1950代末から、工場建設や東京オリンピック開
催に向けたインフラ整備のための用地を取得する
際、起業者によって取得する土地価格の見方が異
なることが問題となった。短期間に事業を進める
事業者は、予算さえあれば、「金に糸目を付けず」
に用地買収を行う結果となり、それが他の事業に
おける用地取得にも及ぶ結果になった。具体的に
は、新幹線用地の取得を行っていた日本固有鉄道
62 総合都市研究第 71号 2000
や高速道路用地を取得していた日本道路公団の取
得価格が、他の起業者に比べて高くなり、市町村
の公共事業における用地取得が困難になる24)。
建設省は、 1961(昭和36)年に公共用地取得制
度調査会を設置し、「公共用地の取得に関する特別
措置法Jを制定した。この法律は、補償金額の仮
払いによって権利取得を可能とするものである。
向調査会は、特別措置法の制定と同時に、補償基
準の作成と不動産鑑定評価制度の確立を答申して
いた。
そこで、特別措置法において特定公共事業の認
定機関として公共用地審議会を設置し (1961(昭
和36)年8月)、公共用地の取得に伴う損失補償基
準の審議権が与えられた。公共用地審議会の審議
を経て、 1962(昭和37)年6月には「公共用地の
取得に伴う損失補償基準要綱」が閣議決定となり、
各省庁は、政府関係機関や地方公共団体において
要綱を実施するための基準作成を行うことが閣議
了解事項となった (1公共用地の取得に伴う損失補
償基準要綱の施行についてJ)。さらに補償基準を
実際に運用するための算定方法等を具体的に決定
するために、関東地方建設局を事務局として用地
対策連絡会(現中央用地対策連絡協議会の前身)
を聞き、 1963年3月に用地対策連絡会基準とその
細則を完成させた。この基準によってようやく、
従来起業者ごとにばらばらであった用地取得価格
や損失補償の考え方が統一された問。
不動産鑑定評価は、前述の閣議了解事項におい
て、基準に定める損失補償を適正かっ円滑に行う
ために必要とされ、また一般私人間における土地
取引を円滑に進め、地価の安定を図るための措置
として宅地制度審議会において調査審議されるも
のとされたのである。
第2次答申には、第一に不動産鑑定評価の専門
家を国家資格として認定し、不動産鑑定評価業務
を適正に行うこと、第二に地価公示制度の創設を
内容としていた。不動産鑑定評価制度は、同年 7
月不動産鑑定評価に関する法律として立法化され
た問。後者の地価公示制度については、不動産鑑
定士の確保、固定資産税等他の土地評価制度の調
整が必要であり、後述するように実施に至るまで
6年を要した2九
(3) 1964年:第3次答申「民間住宅地造成事業の
規制及び助成に関する制度上の措置に関する答
申」
宅地造成については、 1951(昭和36)年11月、
粗悪な宅地造成工事を予防するために、宅地造成
等規制法が制定されていた。そして、「新住宅市街
地開発法」により公的機関による住宅地開発事業
は推進されたが、民間における宅地造営事業は伸
び悩みの状況にあった。そこで、第3次答申を基
礎に1964(昭和39)年に「住宅地造成事業に関す
る法律」が制定された。その骨子は、都市計画区
域内に住宅地造成事業規制区を設けること、規制
区域内における一定規模以上の住宅地造成事業は
認可制とすること、工事の竣工検査、検査済証の
交付、工事完了公告を行うこと、当該事業により
設置された公共施設は市町村に移管されることな
どである O
審議会においては、江戸委員から、民間宅地造
成事業の推進策としては、農地転用の規制緩和と
金融上の助成措置の要求が提起された。この背後
には、住宅対策審議会において、住宅全体のうち
60%を民間自力建設に見込んでいる答申とはうら
はらに、民間事業における用地取得が厳しい状況
にあったという事情がある。建設省としては、「開
発計画の認可制度を取ることは、土地利用計画が
はっきりしていない現在では、無理だと思いまし
たので、取り上げないこととし、宅地造成事業の
規制を主とした案を提出したわけです。土地利用
の点について、当審議会で審議され、結論が出ま
すれば開発計画の許可制度について考えていくつ
もりです。」と説明している叱結局、法律自体は
この説明どおり、宅地造成の規制に留まるものと
なったが、この時点での審議は第5次答申、宅地
審議会第6次答申、そして1968(昭和43)年の新
都市計画法へと引き継がれていくことになる。
他方、佐藤(1991)は、昭和30年代に施行され
た土地政策関連の法律で、もっとも効果をあげた
のはこの住宅地造成事業に関する法律であったと
指摘する。すなわち、造成事業の規制区域(都道
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府県知事による指定)における開発許可制と宅地
造成における道路幅や緑地帯、公園などの最低基
準の設定によって、「デベロッパー」の選別淘汰が
行われ、住宅地分譲の質が向上し、大手業者が宅
地造成事業に本格的に参入することになったとし
ている盟)。
(4)第4次答申「不動産の鑑定評価基準の設定に
関する答申」、「地価公示制度に関する答申」
(1964年)
第2次答申に基づいて、不動産鑑定評価法が成
立したものの、当時、不動産鑑定評価の意義や手
法及び理論については、業務を行っている主体の
あいだで、統一されたものはなかった。そこで、
不動産鑑定評価制度や不動産鑑定士が社会的に認
知されるためには、統一的な指針が必要であると
いうことから、基準が作成されることになった。
基準の基本通念とは、「不動産市場は不完全である。
不動産鑑定とは、専門家である不動産鑑定士が市
場になりかわって、不動産の価格に関する意見を
述べることである」というものであった。すなわ
ち、情報の不完全性、取引の個別性などから不動
産市場は不完全であることを避けられないから、
不動産鑑定士が合理的な市場を代替する。このこ
とによって、不動産市場における地価形成が合理
的なものになるという考え方である。
他方、不動産鑑定評価制度が成り立つための基
盤として、地価公示制度を創設することが再び答
申された。取引情報の少ない不動産市場において、
標準的な画地における鑑定評価価格を定期的に公
示し、取引における指標とすること、同時に不動
産鑑定評価市場を育成するという意味もあった。
地価調査は1965年から準備作業が始まり、 1969
(昭和44)年に地価公示法が制定され、 1970年に第
1回の公表が行われた。
(5)第5次答申「都市地域における土地の合理的
な利用のための市街地の開発整備の方策に関す
る答申J(1964年)
宅地制度審議会は、最終答申として、上記の第
5次答申を行った。審議会は、答申の特徴として
「土地問題一地価の高騰、土地の入手難、土地利用
の混乱は、根本的には土地利用の混乱にあるとい
う認識にもとづいている」ということばで始めて
いる。この認識に基づき作成された答申では、市
街化地域及び市街地調整区域を創設し、建築基準
法による用途地域制等の整備強化、土地増価税な
ど開発負担金の制度の創設、総合的な市街地開発
のための抜本的な手法の確立、宅地流通機構の整
備を今後検討すべき課題とした。本答申の具体的
な検討は、宅地審議会に引き継がれることになっ
た。
4. 2 宅地審議会答申と法律
2年間の期限で設置された宅地制度審議会は、
1964 (昭和39)年宅地審議会として再開した。審
議会の委員は、以下のとおりである(*は、宅地
制度審議会委員から継続) 30)。
会 長飯沼ー省(都市計画協会会長)* 
会長代理櫛田光男(日本不動産研究所理事長)* 
幾代通(東北大学法学部教授)
石野信一
江戸英雄(不動産協会理事長)* 
雄川一郎(東京大学法学部教授)* 
佐野憲次
高山英華(東京大学工学部教授)* 
徳永久次(富士製鉄常務取締役)* 
中川 順(日本経済新聞社編集局長)キ
浜崎則雄(朝日新聞社論説委員)
松村清之(公営企業金融公庫理事)
師岡健四郎(住宅金融公庫総裁)
本審議会では、住宅宅地審議会に解消されるま
でに、 8次にわたる答申が行われた。第 2次答申
「宅地見込み地の鑑定評価基準の設定に関する答
申J(1965年)及び第4次答申「賃料の鑑定評価基
準の設定に関する答申J(1966年)は、いずれも不
動産鑑定評価基準を補完するものであり、両者は
1969 (昭和44)年に「新基準jに統合される。ま
た、第5次答申は、「宅建業法の改正に関する答申」
(1967年)であり、同年の宅建業法改正(重要事項
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説明義務、誇大広告の禁止)として実現した。さ
らに、第7次答申は、「土地収用法第71条の修正率
に関する答申J(1967年)であり、やはり周年、土
地収用法改正の原案となった。
ここでは、この時期の宅地行政の枠組に関係が
深いと考えられる第 1次と第8次答申について考
察し、第3次答申(地価対策)については次節で、
第6次答申(都市計画法)については、別の機会
に取り上げる3九
(I)第 1次答申「新市街地の開発に関する制度の
確立に関する答申J(1965年)
この答申の意図するところは、公的機関が施行
者となって開発地区内の土地を一括取得して公共
施設を整備し、宅地造成したうえ、従前の土地所
有者に造成宅地を造成原価で還元譲渡し、新市街
地の性格に応じて合理的な土地利用規制のもとに
利用・処分が行われるよう制度を確立すること、
土地取得にあたり、開発期待による地価上昇を排
除し、土地所有者間の負担と利益の公平を図るこ
とにあった。従来の区画整理方式や全面買収方式
(新住宅市街地開発法)では、これらの点が十分に
達成できていないという認識のもとに、首都圏・
近畿圏においてまず適用しさらに新産業都市等の
地方開発拠点における新市街地の開発にも適用を
考えていた。
制度の概略を述べると次のとおりである。
①所管行政庁は近郊整備区域または都市開発区
域となるべき地域で、一定の要件を備えた区
域を開発予定地区として指定する(有効期間
3年)。
軍事業施行者は、園、地方公共団体または日本
住宅公団で、都市計画として決定する。施行
者は、還元譲渡を行うために必要な計画とし
て、公共用地率、計画標準原価を定める。
③施行者は、評価額確定後一定期間を経て、開
発地区内の土地を当然に取得する。土地所有
者等は、造成宅地を譲り受ける権利(他人に
譲渡可能)を得るか、金銭による補償を得る
(選択制)。
④造成宅地の処分時には、宅地授受権者は一般
より優先的に希望する宅地を選択できる。造
成宅地については、建築義務、譲渡制限を課
し、施行者は開発利益が生じた場合には、学
校・病院等の関連施設の整備に役立たせる。
この答申は整備手法もさることながら、近郊整
備区域における開発を事実上促進するという点に
重点がある。既成市街地の周囲をグリーンベルト
により保存しようとする試みは、この答申により
事実上否定され、首都圏整備法、近畿圏整備法の
改正につながった32)。
(2)第8次答申「宅地開発とあわせて整備すべき
公共公益施設の長期立替施行方式の確立に関す
る答申J(1967年)
この答申は、日本住宅公団が施行する宅地開発
の大規模化に伴い、地方公共団体の公共施設の負
担を軽減するための施策に関するものである。
大蔵省、文部省、建設省及び自治庁は、 1956(昭
和31)年8月に「日本住宅公団の行う住宅建設に
伴う学校施設の建設に関する諒解事項Jを締結し
ていた。これに基づき、住宅公団は必要な場合に
は学校施設を公団資金により建設して地元市町村
に賃貸し(最長3年間)、その後同市町村に譲渡す
ることが可能とした。施設の買い取りにおいて、
市町村は補助金の交付を受けることができ、また
地方債の起債の道が開けた。
第8次答申は、この制度を拡充することを意図
したもので、前の4省に厚生省を加えた省庁間で
1967 (昭和42)年6月「宅地開発又は住宅建設に
関連する利便施設の建設及び公共施設の整備に関
する了解事項J(通称「五省協定J)として実現し
た。この協定により、従来の小・中学校施設以外
に、幼稚園、保育所、道路、都市公園、下水道、
河川及び上水道施設の立替施行が追加され、また
財源としても施設建設費用のうち一般財源(補助
金及び地方債許可額以外の自己財源分)について
は、支払期間を10年以内とすることが可能となっ
た担)。
以上ふたつの答申は、 1960年代後半から、官民
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を問わず、開発が大規模化することによって、地
元地方公共団体の公共施設整備負担が大きくなっ
てきたことに対応している。実際、地方公共団体
による「宅地開発指導要綱jが策定されはじめた
のはこの時期であり、 1970年代後半にかけて宅地
行政における大きな論点のひとつになる制。
表2 全国市街地:地価変動率(対前年比)(%) 
全用途平均 住宅地 商業地 工業地
1955.3 . . 
1956.3 14.0 14.0 14.0 13.0 
1957.3 28.1 28.1 26.3 31.9 
1958.3 21.9 19.9 25.2 21.5 
1959.3 23.6 23.4 22.9 24.3 
1960.3 27.3 30.6 23.7 30.2 
1961.3 42.5 36.5 22.8 53.2 
1962.3 27.1 24.2 37.9 31.2 
1963.3 17.2 17.4 26.4 19.0 
1964.3 14.0 11.9 15.6 15.8 
1965.3 13.4 13.4 13.8 12.2 
1966.3 5.2 6.6 14.6 3.1 
1967.3 8.3 10.4 6.2 4.6 
1968.3 13.6 13.8 10.0 10.3 
1969.3 17.2 17.1 16.5 14.5 
1970.3 19.7 19.3 19.8 16.9 
(出所)日本不動産研究所『市街対3価格指数
表2 六大都市:地価変動率(対前年比) (%) 
全用途平均 住宅地 商業地 工業地
1955.3 . 岨 . 
1956.3 15.0 16.0 13.0 17.0 
1957.3 29.6 18.1 32.7 36.8 
1958.3 26.2 17.5 27.3 33.1 
1959.3 20.2 7.5 23.6 26.8 
1960.3 30.1 33.5 28.4 33.7 
1961.3 68.0 60.2 43.9 87.0 
1962.3 43.3 35.1 40.8 50.7 
1963.3 18.5 11.6 24.3 17.2 
1964.3 17.5 14.9 21.6 16.7 
1965.3 9.7 8.6 11.1} 8.8 
1966.3 1.8 2.2 3.6 0.1 
1967.3 4.4 5.1 6.6 2.5 
l1J68.3 8.7 6.8 12.4 6.8 
1969.3 15.1 14.7 18.4 12.6 
1970.3 17.7 15.6 20.1 17.0 
I面所〕蚕1に問じ
5. r地価対策閣僚協議会」と課題の変容
5. 1 佐藤内閣と「地価対策閣僚協議会」
1965 (昭和40)年3月末時点の「六大都市市街
地価格指数jは、前年度同期比9.7%とひと桁の上
昇率となり、 1968(昭和43)年9月末に11.0%とな
るまで、地価は比較的安定していた。
この時期、 1964(昭和39)年 5月には衆議院本
会議で「地価安定対策の強化に関する決議Jが出
され、翌1965年 1月には「物価安定のための総合
対策Jにおいては、「地価値上がりを抑制するため
の抜本的な施策を検討する体制を整える」として、
宅地審議会の調査審議と並行して、閣僚ベースで
具体策を検討することとなった(経済閣僚懇談会)。
こうした閣僚レベルでの土地問題への取り組みは、
当時の佐藤内閣の方針であった。
1964年11月に発足した佐藤栄作内閣は、池田内
閣における高度経済成長路線を見直し、「杜会開発
資本Jをキーワードに、新路線を掲げた。具体的
には、 1965年 1月に社会開発懇談会を設置し、同
年末にはその報告が作成された。この報告では、
経済・社会における「量」から「質jへ発展、住
宅などの生活基盤の充実が目標とされた。この報
告は、 1967(昭和42) 年の経済社会発展計画、
1970 (昭和45)年の新経済社会発展計画に具体化
されていく。
佐藤は、従来、建設省(宅地審議会)において
検討されてきた土地問題を政府・閣僚レベルで議
論するべく、地価対策閣僚協議会を組織し、宅地
審議会における調査審議をさらに、閣僚協議会に
おいて具体化を進めようとした。この背景には、
例えば宅地政策における土地税制の位置づけを検
討する際に、建設省だけでは対応しきれなかった
という事情がある。
建設省でも、宅地問題に本格的に対応するべく、
1965年9月に計画局に宅地部が新設された(宅地
政策課と宅地開発課の 2謀)。宅地部設置にあたり、
当時の計画局内では、地価対策を担うには宅地政
策を専管する宅地部の設置が先決であるというこ
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とから、組織設置の要求を行ったところ、経済企
画庁からは、「地価対策は物価対策の一環であり、
経済企画庁が所管する。建設省は、宅地開発をし
っかりやればよい。」と横やりが入った。「大蔵省
主計局担当主査の応援」もあり、宅地部の新設と
なった経緯がある3九
また、 1960年6月に就任した瀬戸山建設大臣は、
「土地は商品ではない。土地で不当に利得を得るこ
とは許されない」と発言し、土地問題への関心が
高まった36)0
5. 2 第1園地価対策閣僚協議会 (1965年11月)
宅地審議会における第 3次答申「地価対策につ
いての中問答申J(1965年)は、地価対策閣僚協議
会と並行して進められた。地価対策閣僚協議会は、
1965年8月に設置された。「当面における地価対策
等に関する重要な問題について協議することを目
的としている。宅地政策(対策)、土地問題といっ
たことばで論じられてきた宅地に係る問題は、こ
こで「地価対策」として検討されることとなった3九
地価閣僚協議会の構成委員は、大蔵、農林、建
設、自治、通産の各大臣及び経済企画庁、内閣官
房の各長官からなる。協議会は、幹事会をおき、
やはり大蔵省以下の事務次官、内閣官房副長官、
内閣法制局次長がそのメンバーである。設置の3
ヶ月後 (1965年11月9日)、同協議会は、第1団地
価対策閣僚協議会決定「地価対策について」をま
とめた。この内容は、 1ヶ月後に宅地審議会内に
宅地政策部会より提出された第 3次答申「宅地価
格の安定を図るため緊急に講ずべき措置について」
と内容的には、ほぼ同じである掴)。
閣僚協議会の「地価対策について」は、次のよ
うに始まる。
「近年における地価の異常な高騰により宅地取
得難は深刻を極め、社会開発の最も重要な部門で
ある住宅建設に大きな障害となっているのみなら
ず、道路その他ますます増大しつつある公共投資
の資金効率を低下せしめる等、いまや社会経済上
大きな問題となるに至っている(傍点は、筆者)J。
傍点箇所は、佐藤内閣が「社会開発jの充実を
唱え、「経済社会計画」を旗頭としたことに対応し
ていると考えられる O 対策自体は、「高騰は急激な
都市化現象による宅地供給の不均衡によるもの」
という認識にたち、次のような施策を考えている。
第一 地価対策として緊急に措置すべき事項
一 宅地の大量かつ計画的な供給
1 公的宅地供給
公団・公庫、地方公共団体・公社・協会等
による推進。なおがきとして、大規模開発に
おける関連公共・公益施設整備について、地
方公共団体に財政上の措置(公団、公庫に公
共公益施設の整備事業費を計上)の検討。
2 民間宅地供給
宅地造成に対する金融の円滑化(公庫融資)、
区画整理組合への無利子融資拡充、住宅地造
成事業に関する法律等の実行(一定の宅地造
成事業に対する土地提供者に譲渡所得特別控
除)
二既成市街地の高度利用
土地有効利用のための長期低利融資の実施
(地方公共団体への都市開発資金融通特別会
計)、税制上の特例措置、市街地の高度利用を
図るための法制整備(都市再開発法案)
三 土地取得制度の改善
1 土地収用法の改正
損失補償金額の算定を「採決時」から、事
業認定時に(開発利益の帰属適正化)。特例措
置法における土地収用の対象となる範囲を業
務用地、工場用地等に拡大。
2 土地収用法の運用の改善
3 用地の先行取得
四 土地税制の改正(税制調査会の審議と並行
して検討)
1 土地の譲渡差益に対する課税方法の検討
2 固定資産税等=課税標準を速やかに昭和
39年度評価に移行
第二 地価対策として今後基本的に検討すべき事
項
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土地利用計画について
将来市街化が予想される地域について、す
みやかに市街化すべき区域とその他の区域に
区分し、土地利用規制を行う。
イ 市街化すべき区域:地域地区制、公共
設備と宅地開発の推進
ロ その他の区域:宅地造成、建築行為等
を原則禁止
一 合理的な地価形成について
地価公示制度の採用。土地収用における義
務鑑定。地価調査の拡大(昭和39年度スター
ト、昭和42年度から東京周辺地域と京阪神地
域)
内容的には、宅地制度審議会で議論されてきた
ものを大きく出ておらず、開発利益対策としての
土地収用法の改正、固定資産税等への言及(税制
調査会における検討を示唆)の 2点が特徴的であ
るO
閣僚協議会決定と宅地審議会第3次答申を比較
すると、前者に含まれていなかった点で重要なも
のがふたつある。第1に、公的宅地供給において、
宅地開発公団設立の必要性が指摘されていること、
第2に、土地の譲渡益税を分離課税とする案が提
起されていることである叱
宅地開発公団の必要性については、次のような
背景があるO ひとつは、日本住宅公団による宅地
供給に関して、公益施設の敷設をめぐる負担関係
の調整問題、もうひとつは、鉄道経営の権限を伴
った公団の新設により、通勤圏の拡大をはかり、
宅地用地の取得難を解消することである。結局、
この新公団構想は行政改革の影響などもありすぐ
には実現せず、 1974(昭和49)年2月に閣議決定、
翌年 9月に設置されることになった叫。次に、土
地の譲渡益税については、 1967(昭和42)年に設
置された土地税特別部会において議論された。そ
の結果、翌1968(昭和43)年に税制調査会は「土
地税制のあり方についてJを答申した。この答申
によって、昭和44(1969)年度には、租税特別措
置法改正が行われた。内容は、①個人の長期譲渡
所得税の軽減、②個人の短期譲渡所得税の分離課
税、③居住用財産取得のためお買い換え制度の廃
止、④事業用資産の買い換え制度の縮減合理化、
⑤土地収用等を受けた場合の特例拡大であった。
また、固定資産税の評価額適正化や、都市計画税
の制限税率引き上げが盛り込まれた。
さらに答申は、「土地税制は、土地政策の補完的
なもの」とした。宅地政策における土地税制の位
置づけを税務当局が自ら規定することには、正当
性という点からは、違和感はある。建設省あるい
は政府からの要望に対し、自らの自立性を確保す
る宣言のようなものと受け取られる。しかし、建
設省にとっては、税制を土地政策のなかに取り込
むことができた点で、貴重な一歩であったという
見方も可能だろう4%
以上みたように、佐藤内閣において、土地問題
が閣僚レベルで政策課題となり、従来、宅地政策
に関する主体がいっそう数を増し、関する様々な
意見が、様々なレベルで述べられた42)。
佐藤内閣による「社会開発資本」への取り組み
に対して、高坂(1995)は、これを失敗であると
みた。その重要な理由は、「そのための時機が熟し
ていなかった」こと、すなわち、経済成長が社会
を大きく変えるときに、その変化がどのように、
どの程度のものであるか、そしてどのような問題
をもたらすかは、経済成長が相当に進むまでは判
らないことにあるとしている胡。より重要な指摘
は、経済成長それ自身が住宅水準を良くするなか
で、人々が経済成長をより重視していたというこ
とであろう。確かに地価高騰は大きな「問題」で
はあった。しかし、地価高騰を肯定しないとして
も、地価上昇による資産価値の増加そのものは、
経済成長の証として、多くの人々が受け入れてい
たと思われる。
地価が比較的安定したこの時期に、土地問題に
実際、宅地政策の一時代を画する「新都市計画法」
が1968年に成立する。こうした施策の実行にもか
かわらず、 1970(昭和45)年ころから地価上昇が
再び勢いを増し、戦後2度目の高騰期を迎えるこ
とになってしまう。
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おわりに
小林 (1985) は、土地政策には畢寛、土地利用
計画、土地税制、土地収用の三者しかない、戦後
の40年間を振り返ると、その順序が逆であったこ
とに気づくと記している。土地政策にはこの 3者
しかないという指摘については議論はあるだろう。
しかし、戦後の宅地政策を通じてこの順序が逆で
あったことは事実であり、なぜそうならざるを得
なかったのかという点は、検討すべき論点であろ
つ。
確かに、戦後復興期のあと、高度成長期を迎え
た昭和30年代に、都市計画を中心とする宅地政策
を確立させておくべきだったという見方はある。
しかし、経済成長を実感する時代の流れのなかで、
職を求めて都市に人が集まり、まじめに働けば将
来は自分の家を持てる、という「夢」が実現可能
と思われるとき、土地取得への想いは途切れるこ
となく、宅地需要に転嫁し続ける4針。急激な都市
化と高度成長のなかで変貌する社会において、「適
正な」都市像を描くことがどの程度可能であり、
実行可能であったのか。宅地行政における土地利
用及び都市計画の位置づけ、さらに広く土地に対
する行政府による規制一般について、再吟味が必
要だろう。歴史的に、政治資源と切り離された土
地という財に対する政策を確立するための経験や
「専門的な」能力がどの程度蓄積されていたのかと
いう点も検討すべき課題である。
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1 )したがって、宅地行政は、「都市化」を扱う「都市
行政」の一環ともいえる。例えば、 OECD(1984) 
は、宅地政策や住宅政策を都市政策のー領域として
目次を立てている。都市政策は、ある面では権力主
体がどのように都市を作るのかという、政治権力の
行使を表象するものである。同時に都市という場に
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策破綻期・再編成期 (1975-1991)と区分した。
5 )大本(1991)、p.348-349の南部哲也氏の論述に負っ
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が一筋縄ではいかなかったことが、記されている。
7l山室 (1995)、p.108.
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観点からだけではなく、政治・行政学の視点からも
分析が必要であろう。加藤 (1970)がすでに指摘し
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結果、不動産鑑定評価の適用除外とされた。その理
由は、農地法第3条に定められる農地を農地として
行う取引における農地価格の考え方について、調整
がつかなかったからである。この交渉の過程で、市
街地周辺の農地に関する考え方を整理する必要があ
るという認識を建設省と農林省の双方が持ち、後の
都市計画法における「線引き制度」につながったと
いう点も興味深い。
28)建設省 (1962)第3分冊、 p.1l7o
29)佐藤 (1991)、p.60陶63。
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関係の「臨時委員」、一般、土地利用関係、不動産
鑑定関係、宅地取引業関係、関係行政機関ごとにそ
れぞれ数名ずつ「専門委員」が任命された。
31)この第6次答申から、都市計画法の改正(昭和43年)
までの経緯については、すでに多くの先行研究があ
る。石田 (1987)、大塩 (1981)を参照。
32)この改正は、近郊地帯における宅地開発の進行を受
け入れざるを得ないことを認めたものであり、首都
圏整備法におけるグリーンベルト構想は、事実上破
綻した。石田(1992)。
33) 日本住宅公団 (1981)、p.369-371o
34)川崎市が「団地造成事業施行基準」を制定したのが
1965 (昭和40)年8月、川西方式として開発指導要
綱のモデルとされた兵庫県川西市の「住宅地造成事
業に関する指導要綱」を制定したのが、 1967(昭和
42)年5月である。
35)伊藤晴朗「地価対策の責任者」、建設省 (1998・2)、
p.96。宅地部設置後も、経済企画庁は、「物価問題懇
談会」を組織し、地価対策を議論しており、建設省
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36)この瀬戸山発言は、「土地は商品ではない」という
部分のみが後に一人歩きし、土地公有論と混同され
ることが少なくなかった。瀬戸山の趣旨は、公共用
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かを最優先・緊急課題とする傾向があったことは否
定できない。 Mera(1998)、p.178-185。またこの当
時、上回 (1967) は、「地価抑制論の危険」を指摘
している。
38)協議会と審議会がどの程度連携をして作業を行った
かは不明だが、幹事会に各省庁の事務次官クラスが
入っており、審議会における議論を吸収していたと
想像して間違いないだろう。
39) もう一点付け加えれば、国・公有地の保有を増大す
る措置が検討課題として提示されていることが挙げ
られる。次に、国・公有地の増大については、 1972
(昭和47)年公有地拡大の推進に関する法律となっ
た。
40)同公団は、 300ヘクタールを超える超大規模住宅地
開発を行い、道路・都市公園・下水道・河川を特定
公共施設として直接施行する権限、鉄道・軌道の建
設・経営を行う権限を与えられた。もっとも、宅地
開発公団が設立される時点では、建設省内部でもす
でに時期を逸したという認識もあった。また、日本
住宅公団、地域振興公団との関係がひとつの論点と
なった。結果として宅地開発公団は、行政改革答申
により、設立後わずか6年で日本住宅公団と統合さ
れ、住宅・都市整備公団となった(宅地開発公団
(1981)、p.6-12)。
41)石 (1991)、p.70司730
42)例えば、 1966(昭和41)年には、物価問題懇談会
(経済企画庁諮問機関)が2度にわたり答申を出した
ほか、物価安定推進会議、土地問題懇談会(建設省
諮問機関)、経済同友会などが提言を行っている。
政党、新聞社等のコメントも参照。
43)高坂正案「佐藤栄作」渡辺編 (1995)、p.187-191。
『佐藤栄作日記jを通読しでも、物価問題としての
地価問題の言及は、度々見られるが、「社会開発資
本jという言葉、懇談会発足時点以降、見当たらな
しミ。
44) ミサワホーム鈴木徳彦所長の見解(佐藤美紀男
(1991)、 p.55から引用)は重要。いわく「日本ほど
土地を細分化して見事に商品化した国はない。もっ
とも商品化していないのがヨーロッパであり、アメ
リカは日本とヨーロッパの中間に位置している。生
産できない土地を商品化すれば値上がりするのは当
たり前であり、これは経済学のイロハである。その
意味でも、昭和三0年代に地価政策を確立すべきだ
った。もうひとつ、昭和三O年の住宅公団の設立が、
総合的な土地政策を確立するチャンスだった。当時、
住宅をつくる事業家は大工しかおらず、それは家内
手工業生産の域を出ないウルトラミクロの存在であ
るO 一方、国レベルで住宅供給を考えていたのが建
設省で、それに知恵を貸していたのが大学建築科の
教授や建築家であり、これはウルトラマクロの世界
である。ウルトラマクロで考え出した供給策を実行
に移す手段がなかったが、そこに住宅公団が受場し
てきた。公団マクロとミクロをつなぐ存在である。
都市計画と連動した土地政策を確立すべきだった
が、それが実現できなかったことが現在の混乱につ
ながっている。」ここで、なぜ、「都市計画と連動し
た土地政策」が実現できなかったのかということの
検討が必要であろう O 建設省に知恵を貸していた審
議会の委員、あるいは建設省そのものに、「不動産
の専門家」といえるひとがどれくらいいたか。そし
て「不動産の専門家」とは?
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百leLand Policy Provided by the Ministry of Construction 
during the Economic High-growth Period in Japan 
Toshiro Nishioka* 
*Japan Real Estate Institute 
Compγ'ehens仰eu'γbαnStudies， No.71， 2000， pp.53-72 
There are several key factors such as Agricultural Land Revolution， Economic High-growth 
and Urbanization that fonn a basic structure of a武er-warJapan. Land policy is a key word to con-
sider of those factors. The purpose of this paper is to review the land policy provided by the 
Ministry of Construction during由ehiglトgrowthperiod in Japan. 
In the period two main subjects to be tackled in the land policy are identified. First， strong 
demand and weak supply of residential and industrialland brought a lot of problems. Second， there 
were difficulties on acquirement of public land for infrastructure such as highway-road and rail-
way. 
In 1960， the Ministry published a General Land Policy， or1αkuchi Sogo Taisαku. Based on this 
policy， the Ministry asked the Land Policy Committee to discuss several speci白ctopics related to 
the policy. As a result， lots of Acts were legislated to solve land problems. Between 1964 and 1965， 
however， land price in Japan rose up dramatically. 
Prime Minister Eisaku Sato and his cabinet raised a concept of Social Asset Development， 
Shαkai Shihon Kaihαtsu， by which they put land problems into political arena. They held a 
Cabinet Council on Policy on Land Price in 1965. The importance of policy m江田eof land use con司
trol， land tax and fmance policy was focused since出en，while the growth of land supply was the 
core of land policies. Again， inspite of these efforts， land price grew up violently訂ound1970 to 
make people believe land price myth. 
Some criticised the policies by saying that they should have established a land policy of which 
priority is on land use control in the 1960's or even before.官邸iscorrect in a sense， but is it not 
easy to answer the question; Why did they choose those and not others? To how much degree the 
land policy is effective depends on the significance of land asset in each country. In Japan， where 
land had not been identified加 political-powerresources， itwould be reasonable to think that 
experience and professional knowledge of effective land policy should be liI凶ted.
